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（1）
　インド経済は，1991年に成立したラオ政権の採用した「新経済政策」によって，従来の開発
戦略が放棄され，その展開の方向は180度転換されて，「本ものの資本主義的発展」の大道を
歩みはじめたとみられている。しかもその道はもはや後もどりしない確固たる歩みとして認識
されている。（D
　東アジアにおいて，「4つのドラゴン」が成功をおさめ，新古典派的潮流が，いよいよイン
ドをも呑みこんでしまった。自由競争と市場の原理に身をまかせることが，最も賢明で，成功
の道筋だとしてしまうほど，資本主義経済の発展法則は，単純で，明解なものとして確認され
ているのであろうか。
　1991年以降，インドが示した問題解決の方程式は，インドが当面していた課題の解決のひと
つの方策ではあった。しかし，当面していた課題の内容に関する認識をも含めて，それにとっ
てかわる方程式もまた存在していたのであり，それがもはや後もどりできないほど強固なもの
となりつつあったとしても，なお検討し，あきらかにしなければならないであろう。というの
は，現在すすめられているインド資本主義発展の道は，かつての道以上に，インドの人々によ
り多くの困難と，民族的抑圧をもたらしつつあると認識されるからである。
　発展途上国の現行国際経済秩序への参入の方式は，いくつもの道の選択の問題として，把え
るべきものではあるが，しかし，それは自由貿易主義を基本にしており，WTOの発足によっ
て，貿易・資本・サービスのすべての関係においても，従来よりもよりいっそうの自由化をも
とめるものとなっている。自由貿易原理によって，いっそう世界市場の統合がすすむ。他方で，
この市場統合への参入に制限を設け，自国の国民的市場にこだわり続けようとすると，経済成
長からとりのこされるということにもなりかねない。現在の国際経済秩序は，発展途上諸国に
　（1）秋本正美「自由化の道を突進するインド経済」（「経済」1991年10月号）及び伊藤正二，絵所秀紀著r立
　　ち上がるインド緻剤，日本経済新聞社，1995年参照
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対して，そのように作用している。（2）
　このように，グローバリズムと言われている市場統合の傾向は，資本の運動によって創りだ
されている。かつて資本の運動は，ブロック主義をつくりだした時代があった。現在において
も，一方で資本の運動は，リージョナリズムとして現象している。NAFTA，にしても，また
APECにしても，さらにEUの場合においても，資本のもつ国民性が地域的経済圏の形成にむ
けて国家を動かし，地域協力という国家意志をつくりだして地域経済圏の形成を促進している。
このリージョナリズムの動きは，企業・地方自治体などの動きにもあらわれ，各種のより小規
模な経済圏がつくられ，南方経済圏，東北アジア経済圏，等々の呼び名がつかわれている。こ
うして地域に限定してみると，様々な経済圏が重層的につくられ，国家の枠組み，すなわち，
国民経済の枠組みと異った経済的広がりを資本が求めていることをあらわしている。そしてこ
の特徴が，他方でのグローバリズムと平行し，それを補完，ないしは強化するものとして理解
されているところに今日的特徴があると言えるように思う。（3）
　こうして資本の運動は，国家によってつくられた国民経済的枠組みをたくみに利用しながら，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　J世界市場的規模での統合をすすめている。国家の枠組みの利用という点では，二つの局面であ
らわれている。ひとつは，国民通貨と国際通貨の関係である。すなわち，国際取引の決済は，
米ドルを中心にした先進国通貨でおこなわれている。したがって発展途上諸国にとっては，こ
れらの通貨を貿易取引や金融によって手に入れ，対外決済用の準備通貨として蓄蔵しなければ
ならない。このような意味では，発展途上諸国にとっては，対外決済問題は，国家の責任とし
て常に国際間で負わされる仕組みになっていてそれを実行する機関としてIMFがあたってい
る。IMFは国際決済用の外貨を融資する機関ではあるが，融資の条件を発展途上国に負わせ
ることが当然のことで，発展途上国にとっては，1．自国通貨の対外価値の切下げと，2．均
衡財政によるデフレ政策が常に強制されている。ω
　もうひとつの局面は，国際収支均衡化の責務を国家が負うことであって，国際収支という関
所が，国際経済と国民経済の間に存在している。発展途上諸国は，この関所を接点としている
ことによってつねに難題が課せられることになっている。この国際収支のあるべき状態は，国
際的秩序の枠組みのなかにすでに規定されている。（これがすなわちIMF・GATT体制とよば
れるものであるが）そしてこの規制は，国際間の各国通貨の対外価値の水準とつねに連動して
（2）　「「もしインドが多国籍企業に門戸を開かず，国際経済と連動しないならば，インドは世界の片隅に追い
　やられてしまうだろう。」ラ政権の発足にあたって，蔵相に任命されたマンモハン・シンの第1声は，新生
　インドの幕開けを示唆するものであった。」（伊藤，絵所著前掲書14ページ）と賞賛されている。
（3）渋谷将「世界経済のなかのアジア」（中央大学経済研究所編「アジアの台頭と日本の役割」中央大学出版
　部，1995年）参照
（4）石上悦朗「発展途上国経済一先進国経済への統合と分極化」（村岡俊三・佐々木隆生編「構造変化と世界
　経済」藤原書店，1995年）参照
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いるように先進諸国（具体的にはG7）によって管理されることになっている。（5）すなわち，
発展途上諸国は世界市場における資本の運動の発展方向のなかで，その国民経済はつねにオー
プンな状態にあるように求められている。しかも，この自由花と耗合への強制は，WTOの発
足によってより強化されたのであり，こうした国際経済的環境のもとで，発展途上諸国の一連
の自由化が促進されているのであり，1991年からはじまったインドの自由化もその流れのなか
のものとしてまず把握しておかなければならないのである。
（2）
　1947年の独立以来，インドの国民会議派政権（途中，インディラ・ガンディー政権の強権政
治の結果，出現したジャナタ党を中心の政権による中断があったが）は，その政策の基調を民
族主義においていた，ということができる。対内政策においては多民族・多言語のインドの国
民的統合を実現することを目的としていたし，対外的には非同盟・中立を基本としていたので
あった。㈲
　これを経済的過程にかぎって，その特徴をみると，国家による計画的な重工業の建設を最優
先課題とする工業化戦略として具体化していたとみることができるし，対外的には外国資本の
流入を強く制限する一方で，重工業建設の具体的形態としての公的部門での諸企業への先進諸
国からの援助を積極的に受け入れるという姿勢であった。この開発戦略の基本は，1980年代ま
で変化がなかったということができる。
　インドにおける民族主義の発現形態は，他の発展途上諸国と比較して，国家の役割にいっそ
うの比重がおかれ，国家の諸機能を活用して，各種の，権力的規制を設けることによって，そ
の国家意志を実現しようとするものとしてきわだっていた。まつ第1は，中央政府の財政を資
本蓄積のための最も重要なチャンネルとして活用し，公的部門での重工業部門の急速な創設と
発展を実現しようとした。第2は，農業における諸改革は，地方行政機関にゆだねることによ
って，土地改革，生産性向上，農業生産の増加を工業発展に対して2次的なものとして位置づ
けたことによって，農業の発展に，地域的格差が拡がっていった。第3に工業製品と農産物の
価格決定を市場原理にまかせると，工業化への障害となってしまうことから，農業に対する各
種の補助金制度を設けて農産物価格を低くおさえることによって工業化の促進を計ったのであ
る。
　このような国家の経済過程への介入は，経済における開発過程を一時的には促進することと
なったが，長期的には体制そのもののなかに醸成されてくる矛盾によって，諸々の困難をつく
りだすことになったのである。まつは，公的部門の諸企業は，その生産が開始されるや否や，
　（5）拙稿「南北問題の新展開」（柴田政利編『現代資本主義と世界経済』学文社，1995年）参照
　（6）中村平治i著『現代インド政治史研究』東京大学出版会，1981年参照
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生産物の市場問題に遭遇することとなった。
　インドでは，第2次，第3次の二つの5ヵ年計画において，公的部門を中心に重工業優先の
工業化戦略を実行し，「インドの奇跡」とよばれて，世界的に注目されることとなった。しか
し，この工業化戦略は，そのご成長率の低下や様々の矛盾を生みだし，「実りのないまま下火
になった」ωといわれているのである。つまり，重工業部門を公的部門として創設したので
はあったが，そのこ社会的拡大再生産過程において，こうした企業が有効な成果をあげえなか
ったのである。
　公的部門の諸企業の経営状態については，早くからその問題点が指摘されてはいるが，工業
化戦略との関連で，注目すべきは，産業諸部門間で，部分的不均衡が発生し，それが諸設備の
有効な運用を妨げ，停滞現象をつくりだしていたということができる。（8）
　つまり，各産業部門相互において不均衡が発生し，全体としての社会的再生産過程が順調に
展開していかない状態におかれていた。例えば，インドの鉄鋼業の場合，コークス炭の品質，
石炭・電力供給の不安定性，設備の更新期をすぎた老朽化，他のインフラストラクチャーの不
備などが指摘されている。（9）また繊維産業など消費財部門では，原材料供給の不定性，設備
の老朽化，技術の後進性など，このような諸部門間の不均衡は，インドの工業化戦略が，国内
市場依存型であることによって，深刻な市場問題として国家によって計画的（それが5ヵ年計
画として実行されている以上）に解決されなければならなかったのである。
　この社会的拡大再生産過程における不均衡問題の最も根源的なものとして農業部門と工業部
門の間における不均衡が注目されなければならない。（’°）すなわち，第2次及び第3次の5ヵ
年計画は，マハラノビスモデルによるものとしてよくしられているが，インドのように国民総
生産の約半分，就業人口の7割が農業によってしめられている農業国においては，第1部門と
第H部門（生産手段生産部門と消費資料生産部門，一資本財と消費財とみてもよい一の2
（7）金泳鍋著『東アジア工業化と世界資本主義』東洋経済新報社，1988年，28ページ
（8）こうした市場問題は，ライセンス制度の自由化によって，私的部門を拡大していくことで，解消してい
　こうとした。（UN．LD．0，，INDIAJ＞伽1）imensions．　of　lndustriα1　Groωth，1990，　pp，109～111．）
（9）伊藤正二編『インドの工業化，岐路に立つハイコスト経済』アジア経済研究所，1988年，258－262ページ
（10）　「インドにとって，農業部門の成長実績はいくつかの理由からとりわけ重要である。まず第1の理由と
　して，すでにのべたように，農業部門は国民生産と就業者数の双方において大きな割合を占めていること
　が上げられる。その大きさを考えただけでも，農業部門の成長実績が経済全体の成長率に大きな影響を及
　ぼすことは明らかである。第2に，農業関連工業が総工業生産中，大きな割合を占めている。1950年にそれ
　は総工業生産の60％をしめていた。この割合は年々減少してきたが，近年でも総工業生産指数を求める際
　の加重平均において依然として33％という高いウエイトが与えられている。この種の工業の成長実績は，
　農業からの原材料供給がのび悩むと，それに大きく影響されることは明らかであろう。第3に，衣類，履
　物，砂糖，食用油など，製造業で生産される消費財は，農村部で都市部の約2．5倍消費されるという。これ
　は驚くまでもない。」（V．N．バラスブラマニヤム著古賀正則監訳『インド経済概論』東京大学出版会，1988
　年，55ページ）
ノ
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部門分割による）からなる再生産表式を基礎にした産業連関表にもとついてのモデルによって
国民経済の発展過程を描くわけにはいかないのである。つまり，社会的総資本の運動と社会全
体の再生産過程には大きなへだたりがあると認識しておかなければならない。つまり，資本が
国内市場全体を支配していないのであって，農業の大部分が．社会的資本の運動の外にあって
小規模な（大土地所有制はのこっていても）農民経営として営なまれている。その技術水準も
低く，自然状況によって生産水準も年によって大きく変動する状態におかれていた。
　第2次・第3次の5ヵ年計画は計画目標にはとどかなかったものの工業生産は6～8％の年
成長率をしめしていた。ところが，1966年，1967年と2年連続の旱ばつにみまわれて，国民
総生産自体も低下してしまい，国民経済は全体として不況におちいり，とくに大量の食糧輸入
の必要から，計画そのものの中断を余儀なくされたのであった。
　このような経過もあって，第4次5ヵ年計画は，3年間の「プラン・ホリデー」の期間を経
て，農業重視の5ヵ年計画として実行にうつされることとなったのである。農業部門と工業部
門の不均衡は，旱ばつによって表面化したのではあったが，本来的にインドの開発戦略に内包
されていた矛盾であって，農業生産に対する開発政策の転換が必要とされていた。農業部門に
対する投資比率が第1表にみられるように増加しただけではなく，内容的にも生産性の向上を
第1表　農業部門計画にたいする国家部門支出の推移
第1次計画 第2次計画　第3次計画 年次計画 第4次計画 第5次計画 年次計画 第6次計画ω第欲計画ω
（エ951～56） （1956～61） （1961～66）（1966～69） （1969～74） （1974－79） （1979～80＞80 5）（1985～90）
1計画支出総額 1，960 4，672 8，577 6，625 15，779 39，426 12，177 97，500 180，00G
（1000万ルピー）
1農業・農業関連計画
支出 290 訓9 1，089 1，107 2，320 4，865 1，997 15，205 27，268
（1000万ルピー）
皿且の1に対する比率 14．8 1L7 12．7 16．7 14．7 12．3 16．4 15．6 15．1
（％）
w内　訳（％〉
ω農業計画 71．0 52．2 66．6 81．6 84．7 77．9 45．8 49，0〔bl 5L51』｝
②協同組合 1．7 6．4 7．0 9．6 103 9．6 7．1 6．0 5．1
〔31農村開発計画 27．2 4L4 26．5 8．8 5．0 12．5 47．1 45．0 43．4
（注）　　（a）支出計画。
　　　（b）従来の計画と比較のため灌概計画に含まれる「小規模灌概」，「灌慨区域開発計画」を含む。
（資料）Govt．　of　lndia，　lndiαn　A8riculture　in　BrieL　19th　ed．，　Delhi，1983，　pp．89－94，98，21th　ed．，　Delhi，1987，
　　　pp．93－102；Indiα　；　a　Reference、Annuα1，1983，　New　Delhi，1983，　p．219；New　Delhi，Seventh　Five｝Yeαr
　　　Plαn，1985－90．Vol．1，1985，　pp．27－28（Table　3．4b）より作成。
（出所）西口章雄，浜口恒夫編「インド経済』世界思想社1990年107ページ
中心とした政策体系がとりあげられている。すでに第3次計画末で，耕作面積を拡大するとい
う方法での農業生産の増加は限界に達しているとみられていた。したがって農業生産の増加，
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とくに人口増加と，工業開発にともなう都市人口の増加による食糧需要の増大に見合った食糧
生産の増加は，輸入食糧への依存度の増加（第2表）による工業化へのための外貨需要に対す
る阻害要因をとりのぞくためにも開発戦略の重要な要となっていたのである。こうして，重工
　　　　　　　　　　　　第2表　穀物の輸入依存度（単位1，000トン）
年平均生産高 年平均輸入高 全供給にしめる輸入（％）
1947～51年
P952～56年
P957～61年
P962～66年
58，116
U5，837
V5，249
W0，528
3，197
P，792
R，874
U，494
5．2
Q．6
S．9
V．5
（資料）　GOI，The　Report　ofFoodgrαins　Poliay　Committee，1996．
（出所）　大杉一雄編「インド，経済と投資環境」1968年108ページ。
業優先の工業化戦略に対する一定の軌道修正がおこなわれ，農業への投資も重視されるように
なり，同時に農業政策の中心が土地改革から，高収量品種の普及を中心とする農業における生
産性の向上を軸とした生産の増加を目標とする生産性向上におかれることとなった。
　1969年におこなわれた商業銀行上位14行の国有化もこの政策に沿ったもので，農業部門に
金融による資金供給の道筋をつけようとするものであった。事実，全商業銀行の店舗数の比率
をみると，1969年6月に22．4％であった農村センター（人口数1万人まで）の比率は，1979
年6月には，44．1％，1984年6月には，56．0％をしめるほどに増加している。（H）
　このように農業への資金が，財政と金融を通じて積極的に供給され，農業における資本主義
的発展が，1970年代には加速された。しかも高収量品種の普及を中心とした緑の革命は，生産
増加には，大きな期待をいだかせるものではあるが，（’2）これらの品種は，肥料，農薬，等の
投入財を必要とし，生産費の増加をともなっている。このような一連の変化は，農村経済のい
っそうの商品経済化；資本主義化を意味しているのであって，全体としては，国内市場を拡大
することにはなり，また労働力の商品化という現象も拡大して，農村社会の階層分化をいっそ
（11）絵所秀紀著『現代インド経済研究』法政大学出版局，1987年，46ページ
（12）第3表新品種と在来品種の生産性（1969－70年度）（kg／ha）
? ?
新品種 在来品種　　新品種／在来品種
小　米
o　　ジ
ﾆうもろこし
??2，449
Q，136
P，620
P，998
664　　　　　　3．7
X48　　　　　　2。3
R31　　　　　　4，9
P，007　　　　　2．0
（資料）J．S．　Uppal（ed．），lndiα’s　Economic　Problems：　An　Anαlytical　Approαch（New　Delhi，　Tata－
McGraw　Hill，1983）3rd　edition，p．129に引用されたJ．B．パーカーによる推計。
（出所）VN．バラスブラマニヤム著　前掲書　119ページ
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第1図　産業部門別就業人ロ構成（1981年）
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（％）
建設業．
　L6
村落・家内
工業　35
???
運輸・通信
　2．7
????????????
畜産・林・漁業
　　2，2
。夢業貿
????? 　　　　　　　　農民　　　　　　　　41．6全就業人口
（2億2250万人）
農業労働者
　24．9
（注）　主要就業者のみで，限界就業者は除く。
（資料）Tata　Services　LTD．Statisticαt　Outline　oflndiα1986－1987．
（出所）伊藤正二編前掲書　1988年　178ページ
う鮮明にしている。ω労働力の商品化によってたしかに国内市場の拡大が実現しているので
あるが，このことが工業部門の市場問題を解決することにはなっていない。つまり，農民層の
分化が，賃労働という形態をつくりだす以前に，彼らはすでに食糧・衣料など商品として購入
する以外に入手する手段はなくなっていたのであるから，賃労働によって所得の上昇がおこっ
ていれば，消費財に対する市場拡大という現象がおこるのであるが，そのような現象はおこっ
ていない。しかし，階層分化と資本主義農業の発展は，農業投入財や耐久消費財の市場拡大を
ひきおし，国内市場拡大にむけて動きだしていることも事実である。第4表にみられるように，
70年代後半から耐久消費財部門の成長率が高くなって，その市場の拡大が実現している。
　この1970年代の農業における資本主義の発達は，工業化戦略の課題克服の方向を示したの
ではあったが，量的に充分にそれを果しうるものではなかった。すなわち，小麦を中心とした，
（13）　Surinder　S．　Jodhka，　Agrarian　Changes　and　Attached　Labour，　Emerging　Paterns　in　Haryana
　Agricalture，Economic　and　Politicαl　Weekly　Sept，241994
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緑の革命の成果は限られた範囲でしかなかったからである。ω
　国内市場依存型の工業化戦略は，インドにおいては，充分な市場を創りだすことに失敗し，
市場問題をより深刻なものにしながら，その国民経済的な難題を他方でつくりだしていくこと
になった。第1は財政問題である。インドの場合，公的部門が中心の経済，すなわち，国家資
本主義である以上，国家財政の支柱も公的部門となるべきであったが，むしろ公的部門が財政
によって支えられるということになり，財政の負担が過大になって，国民経済の矛盾がしだい
第4表工業生産額の増加率の推計
（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （1◎
ウエイト 1951～55 1955～601961～651965～70 1970～75 1975～76 1976～80 1951～65 1965～80
（1960）’
1．基礎工業 25ユ1 4．7 12．0 10．4 6．2 5．4 14．7 2．8 9．3 5．5
2．資本財工業 11．76 9．8 13．1 19．7 一1．4 5．6 10．6 4．0 14．5 3．2
3．中間財工業 25．88 7．8 6．4 6．9 2．4 2．8 7．5 3．6 7．0 3．2
4．消費財工業 37．25 4．8 4．4 4．9 4．1 1．5 8．3 4．0 4．7 3．5
（i）耐久消費財 5．68 一 一 11．0 8．4 1．6 13．2 8．0 一 6．1
（ii）非耐久消費財 31．57 一 一 3．8 2．7 1．5 9．8 3．1 一 3．1
5．全工業生産 100．00 5．3 7．4 9．0 3．3 3．7 9．8 3．6 7．4 3．8
（資料）（2）～（4）はS．L．　Shedy，‘Structural　Retrogression　in七he　Indian　Eoonomy　since　the　mid－Sixties’，EconomiC
　　　αnd　PolitiCal　Weehly（annual　number，　February　1978），他はReserve　Banh　oflndia　Bulletin（各年版）
　　　の工業生産指数のデータにもとつく推計。1970年を100とした指数は；1960年を100とした指数に換算し
　　　た。
（出所）UN．バラスブラマニアム著　前掲書　134ページ
に財政に集中的にあらわれるようになった。第2は，国家の経済的機能が，その限界をこえて
活用されようとしたこと，すなわち，市場と国家の関係において，市場が果すべき役割を否定
して，国家によっておきかえてしまったこと。例えば，不良企業を国営化して国家の手で再生
しようとしたが，成果をあげていない。（15）また農村での「貧乏追放」（ガリビー・ハタオー）
を国家の財政援助で実現しようとした。⑯いずれも国家の機能をこえた政策であって，その
（14）　「新品種は収益性は高いがコストも高いとすれば，小農は労働力投下と作付強度の点で有利であるにも
　かかわらず，大農と同程度に新品種を導入することができないのである。」（V．N．バラスブラマニヤム著
　前掲書，119ページ）
⑯　　「1951年の工業開発規制法は病弱企業接収して健全なものに回復させることを目的としている。最近までの
　ところ，もし改善されず，元来の所有権に引きわたされない場合は，これらは，国有化されてていた。しかし，
　この病弱企業を接収するという政策は，政府がその責任を回避できずに多くの損失の製造会社を経営する状態
　へと導いてしまった。この仕事は途方もなく，しかも資源を浪費することになった。」（uN．1．D．o．　op　cit．
　P．112）
（16）　「「全国農村雇用計画」（NREP）は1980年10月に開始され，1981年4月より5ヵ年計画の事業計画と
　なった。本計画は年間3～4億人日に及ぶ就業機会を創出し，また農村社会の建設，貧困者の栄養状熊と生
　活水準の向上を目的としている。」（Govt．　of　lndia　Planning　Commission，　The　Seventh　Five　Year　Plαn
　198590，宇佐美好文訳「インドの第7次5ヵ年計画1985－90年，第H巻第1分冊，1987年，95－6ページ）
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根本的解決にはなりえず，欠点を糊塗する結果にしかなっていない。第3は，農業における土
地所有制を基本とする制度改革の不充分なままでの「緑の革命」は充分な成果をあげえないま
ま，再び土地改革の必要性をよびおこす結果になっている。第4に，総じて，国民経済の枠内
での資本主義的発展に黄色信号がともってから久しいなかで，その問題点は拡大しつつある。
（17）そして対外経済政策との連動で，矛盾が深刻化し，国内的要因の現実化にさきだって，対
外経済関係においての外貨危機として現実化したのであった。
（3）
　インドの政権は，独立以来，民族主義的性格を強くもった政権として知られている。ネルー
首相の非同盟・中立政策はその表現であった。そして，その経済的局面でのあらわれは，外国
資本の流入を強く制限し，貿易政策において強力な保護貿易主義をとったところに確認するこ
とができる。そもそもインドにおける資本主義化＝商品経済の発展は，植民地時代のイギリス
資本の浸透によって実現していったのであって，その過程で，インド土着の資本主義的発展の
萌芽はつみとられ，途絶えてしまったという歴史的経過があり，それに反対する運動として独
立運動が発展してきた。したがって，民族主義的政権のとった対外的に強力な国家による規制
は当然のことであった。その政策体系は民族主義の典型として整備されたものであったという
ことができよう。
　まつ第1は，国家の統制のもとで，先進的な技術導入が積極的におこなわれた。公的部門を
中心とした重工業優i先の工業化過程は，資本財部門に技術導入の重点がおかれていた。また民
間企業においても，厳しい規制のもとにあって，鉄鋼，輸送用設備，工作機械等で約50％を
しめていた（第3次計画期まで）。このようにしてインドでは，近代的工業体系が，発展途上
諸国のなかでは，いち早く完成していたということができる。〔’8）工業建設の過程は，計画的
に実行され，一定の近代的産業構造の基礎ができたのではあるが，このように強力な国家の統
制による世界市場への参入の仕方は，世界市場での資本の運動と必ずしも適切に結びついてい
なかったように思われる。すでに前項での国民経済内部での市場問題については，考察したが，
（功　「規制された市場と福祉国家の改革された資本主義は，改革されぬ世界体制と規制されぬ世界市場の内
　部で機能するものとして，経済的には十分効果的で，競争力をもつことはできないか，あるいは支配的な
　社会的不平等と不公正の傾向に長くは対抗できない。いくつかの社会民主々義的政府が採用している市場
　経済の間接的規制というケインズ主義的処方は，一時成功しても結局は失敗した。その理由は，この処方
　が誤っていたのではなくttその経済過程が現実にすでに国家的枠組みを越えている時にそれを国民経済に
　適用したからである。」（Tama’s　Szentes，　The　Trαnsfbrinαtion　of　The　World　Econorny，1988，タマス・セ
　レテス著アジア・アフリカ研究所訳「世界経済の転換」1991年，学文社，163ページ）
⑯　　「ケース・スタディにおいては，なによりその国が発展途上国の典型であること，および機械統計その
　他の資料がある程度整備されていなければならない。この二つの条件を満たしている発展途上国として，
　さしずめインドを挙げることができる。インドは，国連工業開発機構の研究がしめしたRCA（Ratio
　Comparative　Advantage）指数が発展途上国のなかで最も高い国であった。」（森野勝好著r発展途上国の
　工業化」ミネルヴァ書房，1987年，90ページ）
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当然新たに工業諸部門が生産過程に入っていくに従って，原材料，部品，資本財などの輸入及
び製品の輸出などの新たな市場問題が，対外経済関係の拡大という方向を求めることになって
くる。
　こうして，外国資本に対して厳しい制限を設けたとしても，重工業優先の工業化にともない
技術導入を軸に対外経済関係を結んでいき，工業化過程を促進する以上は，そのことから生ず
る対外的な市場問題が提起されてくる。そしてこの点での不均衡の発生が，公的部門での諸企
業の稼動率の低下，コスト高を生ずる結果となり，この問題の解決は，保護貿易主義の立場を
とりながら，貿易の量的拡大，その搬子としての輸出増加のための努力が政策課題として追求
せざるをえなくなってくるのである。
　すなわち，第2として保護貿易主義的政策体系のもとでの，輸出増加政策の実現ということ
であろう。一般に厳しい輸入管理を前提（許可制）として，工業化政策に沿って審査の上，許
可するという政策を基本とし，輸出促進と組合せた輸出産業外貨優先割当制をとっていた。従
って，関税政策は，歳入目的のものが多いとみられているが，自動車エンジン（従価50％）
目覚し時計（従価100％）繊維製品（従価100％）－1966年一などの場合は，産業保護の
役割も考えねばならないように思われる。（19＞
　歴史的にみても19世紀以来後発資本主義諸国の場合は，保護主義と財政収入の両方の目的
で関税が重要な役割をはたしてきたことが，証明されている。とくにインドの場合，直接税の
比率が低く，しかも安易に財源を間接税に求める傾向が強く，その結果として，間接税の税収
全体にしめる比率が上昇していった。この傾向とともに関税の収入もまたその比率を上昇させ
ていったのである。1987年の場合をみると，国内間接税の税収全体にしめる比率は63％で，
関税のそれは，23％であったが，他方所得税収入は，税収のわずか12％しかしめていなかっ
た。⑳このように異常に間接税収入，とくに関税収入に依存することは，工業化戦略に黄色
信号が点っていることを意味している。すなわち，関税の目的が歳入にあって，しかも他方強
力な輸入管理政策がとられているのであるから，開発にとって必要な物資が輸入されているに
もかかわらず，高率の関税が課せられているということは，それだけで国内物価を上昇させ，
開発に必要な部門のコストを上昇させてしまうのであり，工業化の阻害要因をつくりだしてい
ることになる。しかも直接税収入の役割の低下は，国家財政を支えるはずの公的部門の弱体を
示しているわけで，国家資本主義方式でのインド経済の発展に問題点のあることを示す結果に
なっている。
　第3としては，国際収支問題がある。インドは外貨準備としては，自立経済をめざす民族主
（19）大杉一雄編「インドー経済と投資環境一」アジア経済研究所，1968年340ページ
㈲　Robin　Burgess＆Nicholas　Stern，　Tax　Reform　in　India（K．　Puttaswamaiah　ed．，　Economic　Poliay　and
　Tax　Refbrm　in　lndia，lndus　Pub．　Co．1994，　P．49）
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義の立場をとって，外国資本の導入に対しては厳しい管理をおこなっているため，貿易によっ
て，決済に必要な外貨を手にいれなければならない。
　インドは，旱ばつによる食糧危機や，資源ナショナリズムによる石油危機などのたびに外貨
危機におちいり，IMFからの借入れを必要とすることになり，ルピーの対外価値の引下げや自
由化への圧力をうけることになる。ωつまり，現行の国際経済秩序においては，自由貿易主
義を原則としているため，インドのような資本の運動への制限は，しだいに除かれるべきもの
と考えられているのである。しかも，インドの開発戦略が，重工業優先を基本としているため，
対外的に輸入代替工業化戦略，すなわち，国内市場依存型であっても，資本財や原材料などを
中心とした輸入需要は，むしろ，その工業化戦略から必然的に増大するという課題を提起して
いるのである。こうして，これら物資の輸入のための外貨収入を得なければならないのであっ
て，内むきの国内市場依存型の開発戦略であっても，発展途上国では輸出産業の育成と輸出収
入の増加が，その開発戦略の性格にかかわりなく重要な政策として当初から考慮されていなけ
ればならないということになっているのである。
　発展途上諸国では本来的に世界市場への参入が独立以前の植民地時代に一次産品供給地域
（先進資本主義諸国の周辺部地域）として実現していた。したがって，いわゆる伝統的輸出産
業としての商業的農業が存在している。インドでも，茶，ジュート，綿製品といった伝統的輸
出商品があり，外貨収入を増加させるために重視されてきた。1950年には，インドの輸出収入
の70％はこうした商品の輸出によって得られていたが，1979年には，それは39％をしめるよ
うに低下して，それにかわって，工業製品が登場してくるようになった。（第5表参照）ここ
では，伝統的輸出商品と非伝統的輸出商品という対比で表がつくられているが，工業製品がど
のような比重をしめるかというと，インドは，1980年に輸出総額の56％を工業製品が占めて
いたといわれている。（22｝この比率は韓国（80％）台湾（93％）香港（96％）には及ぼないが，
シンカポール（48％）ブラジル（33％）メキシコ（29％）よりも高く，インドの工業化の水
準の高さを示しているとみることができる。しかも，輸出の増加傾向をみると，60年代以降，
一貫して高い増加率を示していて，1960年代以降の5ヵ年平均増加率をみると，60年代前半
が4．2％，後半が7．1％，70年代前半が21．0％，後半が5．4％，80年代前半が9．0％という高い
⑳　「1969年に，すなわち，左翼の急進主義がまだ政策を支配していたときに，OECDとフォード財団は，
　企業の自由のために必要なイデオロギー的確信を準備していた。そして，1974年に，すなわち，原油価格
　の高騰によって，生じた外国為替の不足をカバーするためにインドが借入金の契約をするときに，IMFは
　自由化のための政策をかちとったのである。」（Dalip　S．　Swamy，The　PoliticαI　Economy　of
　Industriαlisαtion，　Sage　Pub．，1994，　pl31）
22）ヴエ・ヴアシーリェフ「資本主義的国際分業における新興工業国群」r世界経済と国際関係」第70集，
　1985年，126ページ）
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第5表　インドの輸出品目構成
（250）
1950 19551960 1965 1970 1975 19761977 1979
年　度
（輸出総額に占める割合％）
伝統的輸出品 70．6 68．9 64．4 6α0 42．6 28．9 26．9 31．6 39．0
茶 13．4 17．9 18．7 14．3 9．7 5．9 5．7 10．3 5．6
ジュート製品 18．9 19．4 20．5 22．7 12．4 6．2 3．9 4．5 5．2
綿織物 19．7 9．3 8．7 　　「U．9 4．9 4．0 5．2 4．1 6．3
．非伝統的輸出品 6．5 7．0 15．2 24．5 40．0 53．7 53．3 50．5 61．0
鉄鉱石 一 1．0 2．6 5．2 7．5 5．3 4．6 4．5 4．4
銀 n．a． n．a． n．a． n．a． n．a． 43 3．3 1．5 8．0
宝石 n．a． n．a． 一 1．8 2．7 3．7 5．6 10ユ 一
皮革・皮革製品 4．3 3．8 4．1 4．3 5．3 5．6 4．6 4．9 8．6
鉄鋼 0．3 n．a． 1．5 1．6 5．9 ユ．7 5．6 3．5 L6
機械製品 0ユ n。a． 2．7 2．5 7．6 10．2 ll．0 11．5 10．1
化学 1．4 0．9 0．5 1．1 1．9 2ユ 2．2 2．2 3．2
衣類 一 一 0．1 0．8 2．0 5．0 6．5 6．1 7．5
輸出総額 1261．3 1278．9 1386．5 1691．8 2046．9 4672．15753ユ 6287ユ 5273．6
（100万米ドル）
数値は会計年度（4～3月）による。
（資料）Monthly　Stαtistics　of　the　Foreign　Trαde　of　lndiα（Director　General　of　Commercial　lntelligence　and
　　　Statistics，　Government　of　lndia）
（出所）VN．バラスブラマニアム著　前掲書　220ページ
成長率が確認されている。㈱このような輸出増加の成果には，弱点もあって，その地域的構
成をみると，東欧とアフリカを中心とした第三世界となっていることである。ヨーロッパやア
ジアの競争的市場において，日本やアジアNICSにそのシェアを奪われ，その部分を東欧やア
フリカで拡大してきたのである。また伝統的輸出商品の比率低下の場合も，一次産品輸出国と
して台頭してきたアフリカ諸国やラテン・アメリカ諸国との競争において，インドのシェアが
縮小してきたという側面も考慮しなければならない。
　ところで，他方輸入需要の増大がつづき，つねに，輸入の増加が輸出の増加よりも大きく，
貿易収支は赤字の傾向が定着していた。1960年代は，その赤字額もほぼ，平均年額50～80億ル
ピーであったが，1970年代後半から1980年代には120～800億ルピーの規模に増大していた。（24）
　このようにインドの工業化戦略，換言すれば，開発戦略は，国内市場依存の開発で，貿易政
策の特徴として輸入代替を軸としたものであるから，工業化に伴って，国内で生産できるもの
は，海外に依存しないことを基本にした管理された貿易体制ではあったが，その開発戦略の展
的UN．バラスブラマニヤム著，前掲書，221～222ページ。
24）　P．Leela，　Recent　Trends　in　the　Exports　and　Imports　of　India，（G．S．　Batra＆Narinder　Kaur　ed．1＞bw
　Economic　Policies　in　1）eveloping　Countries，　Vol．2．　Foreign　Trαdeαn（i　Export　Policy，　Anmol　Pub．Ltd．
　1994，p．22．）
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開が，新たな輸入需要をつくりだすために貿易の拡大を不回避としたのであった。資本主義的
工業化がすすんでいけば，当然国境をこえた資本の運動が展開され，貿易拡大がすすむ，国家
による貿易管理は当然矛盾を深めていかざるをえない。
　第7次5ヵ年計画もつぎのようにのべている。
　「大規模な輸入代替を通じて対外支払を削減する余地はかなり低下してきていることを認識
しなければならない。かくして自立経済の達成を追求するためには，効率的な輸入代替に重点
をおき続けることに加えて，過去に実施されていた輸出奨励策よりもさらに一層積極的な輸出
促進策を採ることが必要とされよう。」（25）
　輸入代替に連動しての輸出という位置づけから輸出拡大への諸政策がそれ自体として追求さ’
れることが，80年代に入って実現することになってきた。（26）
　1980年代には，輸出拡大のための積極的政策の成果として，国民総生産にしめる輸出の比率
は増加していき，国民経済の性格も閉鎖的なものからしだいに開放型への変化をみせはじめた
のであるが，開発戦略の全体の性格は，産業ごとに若干の自由化が，1981年，1986年にとら
れるのではあるが，国家の規制に重点をおき，市場における資本の競争に制限を設けるという
点に変化がなかったのである。（27）
第6表インドの貿易依存度（GDPに対する％）
1988・89 1989－90 1990．91 1991－92
1　輸出
2　輸入
3　貿易収支
4　貿易外収支
5　経常収支
5．2
8．7
．3．4
0．5
－2．9
6．3
9．0
－2．8
0．2
－2．5
???????????? ?? ?? 7．3
8．6
－1．2
0．0
－1．1
（資料）“Economic　Surveγ”，1992－93．
（出所）G．S．　Batra＆N．　Kaur　ed．　New　Economic　Policies　in　Developing　Countries　Vol．21994，　p，103，
㈲　Govt．　of　lndia，宇佐美訳，前掲書，第1巻13ページ
㈲　第7次5ヵ年計画においては，すでに次のような指摘もされていた。「生産性の向上と国際収支の改善と
　の問の相乗効果は，経済の成果を改善するための諸手段の背景として大いに助けとなるものである。まず
　第1に，輸出の急速な増大により，生産費の高い不効率な輸入代替品に依存する必要性が低下しよう。第
　2に対外赤字を管理できる範囲内に抑制することにより，相対的に柔軟かつ自由に輸入財を入手すること
　を通じて設備稼働率が改善されよう。第3に，国内生産の技術的洗練度を高めるばかりではなく生産技術
　の向上ならびに近代化によって，わが国の製品が海外市場でよく売れるようになるとともに，輸入代替の
　可能性が増大しよう。」（Govt．　of　India，宇佐美訳，同書，第1巻，138ページ）
20　「5年間で25％までの能力自動拡大制度が1981年に導入され，ライセンスは自由に新工業の開始のため
　に発行された。（中略）・…
　1986年に実行された別の試みは，能力の80％又はそれ以上の稼働を実現している企業は過去5年間の最高
　レベルを基礎に3分の1追加してライセンスを更新できるというものであった。」（UN．1．D．0．　op．　cit．　p110）
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　ラジープ・ガンディーの暗殺ということでラジープ政権が崩壊し，ラオ政権が誕生し，新開
発戦略への転換がはじまった。ナショナリズムを基本としていた従来の政策体系は完全に捨て
られて，外国資本に門戸を開放し，市場における個別資本の競争を通じて経済を発展させよう
という戦略に180度の転換をしたといわれている。（28｝
　従来の国家資本主義型開発戦略について，多くの問題点があることについては，すでに指摘し
てきた。1980年代には，食糧生産の増加など，農業における生産性向上の成果が一定の実りをみ
せ，食糧の自給も達成されたといわれてきた。しかも，経済成長率も東アジア地域に比較すれば，
低いとはいえ，「失われた10年」として，ラテン・アメリカやアフリカにおける後退を特徴づけ
ていた1980年代の10年間に，インドは年平均5％の成長率を達成していたのである。〔29）
　1980年代の成果は，ラジープ政権による一定の政策の手直しによるもので，生産性の向上に
よる国際競争力強化や輸出加工区の設定と外資導入による輸出増加などがあげられるが，ソ
連・東欧圏の崩壊という外的要因の発生がインドの輸出市場縮小，外貨危機へとおいやってし
まった。国内経済の好転があうても，ひとたび外貨危機におちいれば，IMFの管理下におか
れ，構造調整政策をうけいれなければならないというのが，現行国際経済秩序の原則となって
いる。こうして，一挙に自由化へ進んだのであるが，しかし，ラオ政権は自らも率先してこの
道を遜び，戦略の転換を計ったといわれている。（3°）とすれば，外貨危機はこの戦略転換のき
っかけをつくったにしかすぎないとも受けとれるわけで，むしろ積極的にこの戦略を促進して
いるとの前提にたって，いくつかの問題点を指摘しておきたいと思う。
　第一に，自由化であるが，自由化は，規制の撤廃と，門戸開放の二つがあって，前者は国内
における資本の競争を自由化しようということで，価格の自由化，すなわち，価格体系を市場
価格に移行させるということを内容としている。従来の資本の運動の規制は，小規模企業や雇
用確保と同時に国家による重工業中心の工業体系の確立という目標があってのことで，また物
価体系の場合には消費者保護，生活物資の低価格での供給という政策理念があった。従って，
このような課題の検証抜きで，資本の運動が自由化され，市場原理による資本主義的発展が保
証されたことのみを評価するわけにはいかない。ある意味では，国家資本主義による工業化の
課題はインドの現状では，達成されているともいいうるわけで，その成果をふまえて自由な諸
圏　伊藤，絵所共著，前掲書14－15ページ
？9）Govt．　of　lndia　Planning　Commission，　Eighth　Five】陀αr　PZαπ1992～97，1992，　Vol．1．　p3．
Bo）　「「新経済政策」がIMF・世界銀行との緊密な連携の下で実施されるにいたったことは明らかであるが，
　これをIMF・世界銀行から押しつけられたものとして理解することは適切ではない。「新経済政策」を展開
　する上での主体性はあくまでもインド政府側にあり，危機を逆利用して経済自由化を推進しようとの意図
　がインド政府側にあったとみるべきであろう。」（小島眞「インド経済がアジアを変える」PHP研究所1995
　年，48ページ）
（253） インド資本主義批判 71
資本間の競争が新たに求められているともいいうるように思われるのである。とすれば，政策
の柱を資本の競争においた公的部門の合理化やある部分の民営化が課題となるであろう。
　こうして第2として国家資本主義の再検討と，その内容を変化させて，いっそうの公的部門
の強化，すなわち，公的部門の再編・強化が課題とされなければならない。運輸・交通・通
信・エネルギーなどの部門に極端な欠点が露呈されている。国家の機能と役割及びそれと市場
の関係があらためて問われていると言わねばならない。このような意味で，新経済政策の課題
は今後にあるといわねばならない。
　第3は，農村社会の変貌にどのように対処するか，階層分化と，所得格差はいっそう拡大し
て行く傾向にある。緑の革命が成功すればするほど，農業労働者は無権利と低賃金においやら
れ，農村社会の不完全雇用と都市のインフォーマル部門の労働者の階層を形成し，貧困のあら
たな源泉を形づくることになろう。インディラ・ガンジー政権では，財政資金を投入して，貧
困層の救済を実施してきた。このようなプチ・ブルジョア的政策では，貧困を追放することは
できない。あらためて，土地改革の必要性が強調される所以である。（31｝農民が土地を所有し，
そこでの生産の改革を直接生産者が実現していくことが，農業生産力向上の基本であろう。西
ベンガルでの経験が評価されるべきである。（32）
β1）　「緑の革命はインド農業を大きく変貌させるものではなかったが，農業生産の成長率を持続するう
　えで貢献した。農業新技術はインド農村の所得格差を拡大したかもしれないが，しかしその原因は新
　技術自体にではなく，インドの政治経済体制に深く組みこまれた制度的な要因に帰せられるべきもの
　である。」（UN．バラスブラマニヤム著，前掲書，124ページ）
B2）西ベンガル州で20年間にわたってインド共産党（マルクス主義）を中心とする左翼戦線が政権を担
　当しているが，その基本的要因は，パンチャヤット制度と地域の改革に成功していることだとされて
　いる。そして次のような事実があげられている。「（1）農村からの人口流出が事実上とまっている。
　（2）他のほとんどの州で1981年と1991年の期間に農村の非就労者の比率が上昇しているが，西ベン
　ガルでは逆に．なっている。（3）70年代半ばから90年代初期の期間農業生産は事実上2倍になってい
　るが，これは他の全ての州の平均をこえるものであった。（中略）（4）階層分化と脱農民化の過程が
　停止した。そして，再農民化の過程が可能視されてさえいる。西ベンガルは1981年と1991年の期間に，
　労働人口中の農業労働者の比率が低下している唯1の州となっている。（5）貧困線以下の人口は急速
　に低下し，1991年の西ベンガルでは27．2％であるが，隣接のオリッサ州やビバール州は各々44．7％と
　40．8％という高さを示している。」（G．K．　Lieten，　For　a　New　Debate　on　West　Bengal，　Econornic　and
　Politicαl　WVeehly，Vol．39，　No．29，　July　16，1994）
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　第4は，国際経済秩序への参入については，再検討の余地があるのではないかということで
ある。1991年の改革以来，直接投資の流入が少いという指摘があって，多国籍企業の早いイン
ド市場への進出が望まれている。（33）しかし，ラテンアメリカでの「失われた10年」は多国籍
企業と多国籍銀行による金融資本支配のもとでおこったものである。（3‘〉たしかに現行の国際
経済秩序のもとでは，直接投資によって対外支払に必要な国際通貨の準備ができるため，国際
収支の構成からみて，発展途上国の対外経済関係に安定度を高めることになっているが，他方
では，大量の外貨の流出が突如としておこる場合がある。すでにメキシコの金融危機で確認さ
れている。こうした点をふまえて，韓国では財閥の育成によって，ラテン・アメリカ型とは異
った道を歩み，成功している。今後のインドが，国際経済秩序にどのような形で参入していく
のか，これも今後の課題として残されているように思われる。
B3）　「今後とも外国資本，とりわけ外国直接投資が積極的に反応しつづけるならば，イインド経済は，1980
　年代の中国がそうであったように，力強い成長軌道に乗ることができよう。」（伊藤・絵所著，前掲書　99
　ページ）
餌）拙稿「南北問題の新展開」（柴田編　前掲書）参照
